
I． 集落移転計画の実現と土地利用調整

東日本大震災の津波被災地の農村を高台などに移転

する計画（以下，「集落移転計画」という）が注目を

集めている。計画の実現には，住宅地（以下，「新住

宅地」という）の整備や被災農地の区画整理（以下，

「圃場整備」という）を早急に実施する必要がある。

そのために土地利用調整が鍵になる。

II． 土地利用調整から見た地域区分

１． 集落移転計画のモデル化

本報では，多種多様な集落移転計画について，宮城

県の仙台市と山元町の例を念頭に，図‐１のようにモ

デル化して論考を進める。モデルでは，津波被災地の

住宅は全壊し全居住者が移転し，住宅跡地が被災農地

の中に残される。新住宅地は，海岸堤防などの整備を

前提にした津波シミュレーションの結果に基づき，安

全な地域に造成される。新住宅地は，仙台市では被災

農地に連なる農地に設定され（図‐１の左側），山元町

では被災農地と離れた高台（図‐１の右側）が設定さ

れている。高台の新住宅地では林地が多く，平地の新

住宅地では農地が多い。

２． 分析のためのゾーン区分

津波被災地域とその縁辺部を表‐１のように４ゾー

ンに分けて分析する。BゾーンはAゾーンと隣接し

た場合としない場合がある。Bゾーンに住む農家がC

ゾーンのほか，Dゾーンにも農地を所有する場合と

しない場合がある。各ゾーンには農林地と住宅地が混

在している。

III． 集落移転計画の前提

１． 新住宅地の造成

新住宅地（Aゾーン）の造成に，次の前提を置く。

① 宅地には大きな面積が必要だが，中高層の集合

住宅にすれば小さてすむ。
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表‐１ 土地利用調整上のゾーン

区分
土地利用調整上の

ゾーン
被災
想定

適用

住区
A 新住区 なし 非被災農林地を転用し宅地造成

B 非被災既住区 なし 既存の市街地や集落居住地

農区
C 非被災農区 なし 被災農地に隣接した農地

D 被災農区 あり 被災宅地は農地・公共用地に転用
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② AゾーンとDゾーンの地価は大きな格差があ

る。

③ Aゾーンでコンパクトシティー造成や鉄道駅

の移設が計画される場合（山元町），用地が必要

になる。

④ 新住宅地に公営住宅や個人住宅が建設される。

２． 被災農地の整備

被災農地（Dゾーン）に住宅は新築されず，圃場

整備が実施される。次の諸点を前提する。

① 津波被害に備えた防災機能が必要である。

② 地盤沈下が著しい地域も多く，背後の市街地

（Bゾーン）のためにも防潮水門などを整備する。

③ 防災緑地，道路や鉄道を活用した二線堤，避難

ビルや避難塔，避難路などを整備する。

④ 住宅跡地は農地か公共施設用地に転換する。

⑤ 営農を継続する担い手農家に離農者の農地を集

積し，大区画圃場整備などを実施する。

⑥ 隣接の非被災農地と一体的整備が必要となる。

なお，２０１１年７月までのアンケート調査では，被

災農家で離農・縮小希望者は仙台市２０％，山元町

３７．８％，仙台市の離農希望者のうち農地を売りたい

者３３％，貸したい者４８％となっている。

IV． 土地利用調整の基本的考え方

１． 土地所有者の意向

土地利用調整の主要な課題には，①住区（A&B

ゾーン）の宅地用地の買収，②農区内（C&Dゾーン）

の圃場整備の換地処分，③Dゾーンの宅地所有者に

よるAゾーンの宅地購入がある。このモデルでは農

地が土地利用の大きな部分を占めることを想定し，土

地利用調整に圃場整備の換地手法を活用する。表‐２

では，被災地と非被災地ごとに，宅地・農地に対する

農家と非農家の想定される意向とともに，行政の土地

利用方針を整理した。

２． 被災者の新住宅地取得

表‐２で特に重要なのは，Aゾーンの土地所有者が

新住宅地の用地買収に応ずるインセンティブがないこ

とである。Dゾーンの元居住者が新住宅地に土地を

取得するには，①直接に宅地を取得する（Aゾーン

で施行する土地区画整理の保留地を買収する方法な

ど），②市町村や民間デベロッパーが買収・整備した

新住宅地の土地を借受け後に払下げを受ける，③A

ゾーンの新住宅用地とC&Dゾーンの農地を一体的な

換地手法で交換することが考えられる。

①は，B&Cゾーンの土地所有者が復興事業にイン

センティブを持たず，土地区画整理の実施に短期間で

合意できるか疑問である上，Dゾーンの元住民の資

金力も問題である。③は緑農住区関連土地基盤整備事

業として一般化した手法だが，被災地と非被災地で決

定的な格差があり交換は困難である。

したがって，市町村などが新住宅地用地を直接買収

する②の手法が現実的と思われる。防災集団移転促進

事業（以下，「防集事業」という。防集事業について

は本誌８０巻３号の小講座を参照願いたい）や災害公

営住宅整備事業では，国から高率の補助金を前提に市

町村による用地買収を想定している。市町村がA&C

ゾーンの所有者から買収できた土地を換地手法で集め

る方法も考えられる。

３． 圃場整備の実施

Dゾーンでは農地防災・排水事業や大区画圃場整

備などが必要となる。しかしながら，受益農家は被災

により経済力が弱く，土地改良負担金の二重ローン問

題に直面する場合もある。しかも，将来の被災を前提

にしているので土地改良をしても農地の価値上昇には

限度がある。Dゾーン農家の圃場整備に対する合意

形成は難しい。ただし，仙台市では，圃場整備の参加

意向が被災地でも非被災地でも７５％を超えている

（平成２４年１月東北農政局発表）。

また，被災地Dゾーンと非被災地Cゾーンを同一

の換地工区にすることは困難である。不動産調査

２０１１年７月号（日本不動産研究所発行）では原型復

旧が困難な農地の地価減価率を４１％としているよう

表‐２ 集落移転計画に対する土地所有者などの反応

被災
想定

所有地区分 行政の土地利用方針 予想される土地所有者の反応

（
Ｄ
ゾ
ー
ン
）

被
災
地

農家

農地
防災目的も含む農地として整備す
る。

①離農希望者が存在する。
②負担が大きい場合に，復旧工事を越える積極的な農地整備を希望するか疑問がある。

宅地
農地または防災用地も含む公共用地
に転用する。

①離農希望者は新住宅地への移転を望むか疑問である（大都市への移転の可能性）。
②農家宅地は６００m２以上が通例で，通常の２倍以上の面積を希望する場合が多い。

非農家 宅地 他都市への移転希望者も含め新住宅地に移転を希望するか疑問である。
（
Ａ
・
Ｂ
・
Ｃ
ゾ
ー
ン
）

非
被
災
地

農家・
林家・
農林家

農林
地

農地の一部を新住宅地に転用し，残
りは農地整備する場合もある。林地
を新住宅地に転用する場合もある。

①所有する農地（林地）を転用して新住宅地造成に協力するインセンティブはない。
②被災地の農地との交換に応じる可能性もほとんどない。
③農地整備を積極的に実施するインセンティブもない場合が多い。

宅地 現状のままか，新住宅地の造成に併
せて住宅地整備する。

新住宅地に併せて，負担までして既存宅地や住宅を整備するインセンティブに乏しい。

非農家 宅地
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に，両ゾーンの地価が相当異なり，面積や清算金によ

る調整が難しい。土地改良換地は農地の豊度差などの

解消を前提にしているので，格差解消ができない場合

には，換地工区を分けることも覚悟しなければならな

い。

V． 土地改良換地による新住宅地創設

市町村が土地改良換地を使って新住宅用地を取得す

る手法は３通りが考えられる（土地改良換地の詳細

は当学会の震災復興農村計画小委員会第２次提言を

参照願いたい）。①異種目換地方式（土地提供者の従

前地（農用地）を非農用地区域に集めて換地処分後に

買収する），②事前買収方式（土地提供者の従前地（農

用地）を非農用地区域に一時利用地指定し，市町村が

その従前地を買収する）③不換地・特別減歩見合いの

創設換地方式（土地提供者の従前地に換地を与えない

か換地面積を特別に減じて換地を定め，精算金を支

払って生み出された土地を原始取得する）である。

市町村は各所有者との個別買収交渉は不要で，まと

まった後の換地を取得できる③が望ましいが，市町村

は短期間に用地取得しなければならないので，現実に

は②が採用されることが多いと思われる。あるいは，

仮契約などの工夫を加えた上で①を採用することもあ

り得る。いずれにしても，市町村が土地所有者と個別

に交渉し，用地買収に応じた者から順次買収する方法

である。なお，市町村が事前に高台の林地などを買収

した土地を換地工区に含め，Dゾーンの住居跡地と

換地手法で交換もできる。

VI． 被災農地の土地利用調整

１． 農地利用集積の手法

Dゾーンの圃場整備では，離農者の農地や住宅跡

地の処理が問題になる。これらの土地がすべて公共施

設用地などに利用されない場合，営農を継続する担い

手農家などに農地を集積する施策が必要になる。主な

農地利用集積の手法として，農業経営基盤強化促進法

では，①農業経営基盤強化促進事業（農地法の利用権

設定や所有権移転などの許可を不要にし，自主的な土

地利用調整を促進），②農地保有合理化事業（農地保

有合理化法人が農用地・未墾地を買入れまたは借入

れ，規模拡大する農業者に売渡しまたは貸付けなどを

実施），③農地利用集積円滑化事業（市町村，農協，

市町村公社，地域協議会などの農地利用集積円滑化団

体が農地などの所有者から委任を受け貸付け），④農

用地利用改善事業（関係農業者などの合意の下，作付

地の集団化，農作業の効率化，農地などの利用関係の

改善などを促進）が挙げられている。

集落の区域を越えた大規模な農地の流動化が必要な

場合も多く，短期間に農地利用集積を実現するには，

農地保有合理化法人（以下，「合理化法人」という）が

離農者や被災宅地所有者から土地を順次買入れ・借入

れ，担い手農家などへの売渡し・貸付けが有効と思わ

れる。実際にそう考えている市町村も多い。合理化法

人には県農業公社のほかに市町村や JA（JA仙台や

JAみやぎ亘理（山元町））がなっている。

２． 圃場整備の困難性

圃場整備の通常の実施手順では次のようになる。①

営農継続者は所有農地を受益地に事業に参加する。②

離農者は所有農地の不換地を申し出て清算金を受け取

り，創設農用地換地制度も使い営農を継続する地区内

外の担い手農家がその農地を取得するか，市長村など

が公共用地として取得する。③住宅跡地は，担い手農

家が事前に買収して圃場整備に付帯した農地開発の対

象とするか，市町村が買収して公共用地にする。

この場合に，事業参加者を借地で農業を営む担い手

農家などにするか，離農や規模縮小する農地所有者に

するかが問題になる。また，離農者は不換地を申し出

ても事業終了時に清算金を受領することになるので，

他都市への移住希望者もいる中で抵抗感も大きいので

はないか。担い手農家なども被災者である場合が多

く，農地の取得費用が負担できるか危惧される。さら

に，担い手農家などが農地に転換する個々の住宅跡地

を自ら買収することは，資金面でも手間を考えても無

理がある。

３． 農地保有合理化事業の活用

農地保有合理化事業を組み込むと次のようになる。

①合理化法人が住宅跡地と離農者の農地を買入れ・借

入れ，営農継続者とともに事業に参加し，②宅地は農

地造成の対象にし既存農地とともに圃場整備を実施

し，③合理化法人に換地で割り当てられる整備後の農

地は担い手農家などに売り渡すか貸し付ける。

Dゾーンでは，移転する非農家が宅地を売り払う

意向も強い。離農する農家も，高齢化，被災農地の地

代水準への不安，一時資金の必要性，地価下落の見込

み，長期の賃貸借契約の煩わしさなどから，農地も売

り払う意向が強いと思われる。一方，土地を買い入れ

るのは，公共用地を必要とする市町村と，経営規模を

拡大する担い手農家などである。ただし，担い手農家

などは資金手当が困難な場合が多く，合理化法人によ

る一定期間貸付け後の売渡しが望ましい。

VII． 集落移転計画の実現に向けた課題と対応

１． 担い手農家への配慮

被災農地が長期間放置されれば，担い手農家などの
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再起に重大な支障を来し，離農に追い込まれる恐れが

ある。土地利用調整が短期間に円滑に実施されるに

は，市町村や県の事業担当者をはじめとした関係者が

制度を熟知している必要がある。新たな事業制度を導

入するより，現行の土地改良法や土地区画整理法など

を活用することが現実的である。

それでも施行に５年程度の期間が掛かる。合理化

法人が仲介して，担い手農家などが一時利用指定した

整備済み農地を共同利用できるようにするなど，農業

に少しでも早く携われる配慮が必要である。また，農

家負担への配慮も必要である。

２． 新住宅地の整備

新住宅地の造成には土地区画整理事業などが実施さ

れる場合も多いと思われる。しかし，圃場整備地区に

隣接または近い小規模な住宅造成には，緑農住区関連

土地基盤整備事業のように「換地上必要な工事」によ

る区画割りで済ますことも検討されて良い。

移住者は住宅を失い経済的に苦しく，宅地購入資金

や住宅新築資金の手当てに苦慮する。防集事業では，

市町村が取得・整備した宅地を当面貸して後に払い下

げることができる。市町村がこの方式を円滑に導入で

きるようさらなる支援が必要である。

３． 民間企業による新住宅地整備

民間企業が新住宅地整備や住宅新築を請け負うこと

はあっても，集落移転計画に直接参加することは少な

い。農村の小規模住宅地開発は採算性に乏しく，

ニュータウン造成などに実績のある民間企業も一部地

域を除いて関心が薄い。しかし，国も自治体も財政力

や人材が不足している中で，短期間に復興事業を成し

遂げるには，民間企業の能力を生かすことはきわめて

大切なことである。災害公営住宅整備事業では，民間

企業の建設した住宅団地の買上げや借上げ以外に，

PFI 法に基づき民間企業による公営住宅の建設・維

持・管理も助成対象にしている。しかし，手続きが煩

雑で短期間の実施に適しているか疑問である。民間の

資金力・ノウハウ・人材の活用をより積極的にできる

よう土地信託活用などを期待したい。

４． 農地保有合理化法人の財政基盤強化

合理化法人の活用が圃場整備の推進に期待される中

で，その宅地・農地の買入れ能力には限界がある。地

価下落の恐れのある土地を大量に買い入れて長期間保

有することも事実上困難である。担い手農家などの育

成のためにはリース後の売渡しが望ましくてもリスク

が多い。財政基盤の強化のために国や県の助成措置を

強化する必要がある。防集事業では，市町村が移転促

進区域（Dゾーン）のすべての農地と宅地を買収す

るときには，国が買収価格の３/４を補助する制度も

ある。政策課題として取り上げる必要がある。

また，農地の所有者や使用収益権者を組合とする土

地改良区が土地利用調整に積極的な役割を期待できる

地域もあるので，土地改良区にも JAと同様に農地保

有合理化法人になる資格を与えるべきである。

５． 不明者対策

圃場整備の事業資格者の生死不明や本人・相続人と

の連絡不通の場合には，不在者財産管理制度（民法第

２５～２９条）により，家庭裁判所の選任した不在者財

産管理人が不在者の財産を管理や保存することができ

る。しかし，これだけでは円滑に進まない。農地法の

特定利用権制度を利用して所有者に代わり市町村や合

理化法人が権利を行使してはどうか。なお，土地収用

法では所有者不明として収用裁決ができる。

VIII． お わ り に

集落移転計画の実現に向け現行制度の活用を基本に

した土地利用調整を提案するとともに，関連制度の問

題点や行政上の必要な措置に言及した。さらに円滑な

計画実現には現行法制度の見直し検討が必要である。

以下に主な事項を記し，本報を終える。

① 新住宅地の買収と圃場整備地区内の非農用地編

入に強制力が働かず，土地利用調整の最大の課題とな

る。都市計画では私人が私人に土地財産権を移転させ

るための収用権行使（公的私用収用）を認め，第２

種市街地再開発事業では換地制度と土地収用を組み合

わせている。圃場整備地区内の遊休農地・宅地にも一

定の土地収用を認めても良いのではないか。

② 土地改良換地計画の中で被災宅地の代替として

新住宅地を求める場合，清算金による清算方法以外に

替地支給を認めても良いのではないか。土地収用法で

は例外として替地による補償などを認めている。
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